
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

％

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

11                    ％

別　紙

-                       -                     

12,865,000          

121,581,167                                                              

96,051,056       合計 32,500,056       

市町村 合計

-                       

うち、先駆的事業 -                       

2,957,040         

1,137,755           5,243,000           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

15,425,000          

2,957,040           

27,954,222          43,379,222       

12,865,000       
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

-                       

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

事業名（事業メニュー）

861,000              861,000           

96,051,056                                                                

451,039              30,018,000          30,469,039       

6,380,755         

都道府県

63,551,000       

-                       -                       

69,376,001                                                                

-                     

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

190,957,168                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

11                    ％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

95,190,056                                                                

50                                                                   

50                                                                   

支出等割合 ％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人

管内全体の研修参加・受入（実績）

熊本市、八代市、人吉市、荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、上天草市、宇城市、阿蘇市、天草市、合志市、玉東町、
和水町、大津町、菊陽町、南小国町、小国町、高森町、西原村、南阿蘇村、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町、多良木町、相良
村

59,397,272

24

県 24

県

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

96

82

人

12

70

対象人員数
（報酬引上げ）

人日

追加的総業務量（総時間）

486,653

管内市町村

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

県

40,805

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

人

法人募集型

事業実施自治体

人日

熊本市、玉名市、阿蘇市、天草市

管内市町村

人

人日 人日

事業実施自治体



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

24,033,818 

0

1,922,600

137,000 137,000

20,866,000 48,797,000 - 27,931,000 

2,299,000 2,299,000 1,922,600

交付金等対象経費

- 

56,000

21,482,000 16,457,000 5,025,000 17,314,084

15,963,000 5,266,000 10,697,000 8,717,160

3,144,000 3,144,000 2,957,040

2,956,000 451,039 451,039

1,983,000 572,000 1,411,000 924,435

777,000 213,320

交付金等対象経費

指定消費生活相談員を育成するための研修開催

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費

56,000

相談員、行政職員を国民生活センターが主催する研修へ派遣

震災関連で増加した消費生活相談に対応するため、休日に相談窓口を設置

PIO-ＮＥＴを導入している市の相談員へ入力方法等についての助言
や指導を実施

消費生活相談員の資格取得講座、知的障がい者や支援者に対する消
費者教育研修会、震災関連の消費生活相談に対応するため法律専門
家を配備。仮設住宅に配布するチラシ、防犯グッズ等を作成する。

被害回復制度に係るセミナー開催等を適格消費者団体へ委託して実
施。消費者団体と共催で活動発表や講演会、パネル展を開催。

景品表示法等に基づく事業者指導等を行う。

3,318,490

15,519,512 1,794,572

315,798 608,637

2,957,040

378 378

32,500,056 

5,398,670

市町村の相談員のレベルアップのため、県が主催する研修や勉強会
をタブレットで配信する。多重債務者等のための生活再生支援事業を
実施。県センターへスーパーバイザー、臨床心理士を配備する。

消費者安全法の執行のための経費

8,466,238 

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

213,320

事業経費

2,956,000

777,000

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

事業（実績）の概要

事業の実績

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

年間研修総日数

参加者数

郵便代

市町村に配備したタブレットで、研修会や勉強会を配信したことにより、相談員のスキルアッ
プを図ることができた。また、県消費生活センターに臨床心理士を配備し、相談員に助言を
もらうことで、スキルアップを図ることができた。

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果

適切に事業者指導を行うことができた。

タブレット使用料、通信費、講師謝金、講師旅費、資料印刷代、会場使用料、アドバイザー謝金、臨床心理士謝金、旅費

県の消費生活相談員を国民生活センターの研修に派遣することで、相談員のスキルアップ
を図り、巡回指導や、市町村の相談支援を有効に行うことができた。

県内の消費生活相談員を対象とした研修会を開催し、最新の法律改正等の情報などにつ
いて知識を深め、スキルアップにつなげることができた。

対象経費（実績）

PIO-NETを設置している市に対して、入力方法等の指導を行い、消費生活相談体制の充
実を図ることができた。

委託料、会場使用料

人日

事業計画

年間研修総日数

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

実地研修受入希望人数

人日

平成２８年度熊本地震に関連した相談に対応するため、委託により日曜相談を実施すること
ができた。

人日

人

委託料

研修参加旅費、テキスト代

熊本地震に伴う消費生活相談に対応するため、日曜相談を実施し、法律専門家から助言
をもらうことで、消費生活相談体制の充実することができた。

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

年間研修総日数

講師謝金、講師旅費、資料印刷代、委託料、法律専門家謝金、チラシ作成費、消耗品購入代

自治体参加型

参加希望者数

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

人

人

人日

委託料

講師謝金、旅費、研修資料印刷代、会場使用料

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

被害回復制度についての啓発等をとおして、適格消費者団体の活動をPRすることができ
た。

人

法人募集型

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

研修参加・受入

実地研修受入人数

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

熊本市、八代市、人吉市、荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、上天草市、宇城市、阿蘇市、天草市、合志
市、南関町、長洲町、大津町、菊陽町、南小国町、小国町、高森町、西原村、御船町、山都町、氷川町、芦北町、津奈木町、
錦町、多良木町、水上村、相良村、山江村、球磨村

熊本市

45,432,000 

事業経費

7,000

事業経費

交付金等対象経費

8,000 7,558,000

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

795,000

事業の実績

交付金等対象経費

基金
（交付金相当分）

29年度
本予算

4,892,000

455,000

熊本市、八代市、荒尾市、山鹿市、上天草市、阿蘇市、合志市、南関町、長洲町、大津町、菊陽町、高森町、西原村、南阿蘇
村、氷川町、芦北町、錦k町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村、あさぎり町、苓北町

熊本市、玉名市

7,368,00012,652,000

基金
（交付金相当分）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

795,000

5,494,000

4,275,000

1,215,416

11,887,916

事業計画

7,758,000

861,740 861,000

855,000

3,438,000 3,433,000

80,201,000

915,000

4,119,000

420,000

実施市町村

14,846,000 

3,359,000

915,000

5,484,226

5,704,405 1,124,000

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

855,000 855,000

3,442,000

6,000,000

28,079,000 3,585,000 26,929,000

3,290,000

1,251,000

4,770,00012,922,623

855,000

3,089,00076,913,931

14,019,000

1,532,000

3,295,000熊本市

宇土市、宇城市

5,271,000
八代市、人吉市、荒尾市、水俣市、玉名市、菊池市、上天草市、宇城市、阿蘇市、天草市、合志市、美里町、玉東町、南関
町、長洲町、和水町、菊陽町、南小国町、高森町、西原村、南阿蘇村、嘉島町、甲佐町、山都町、氷川町、芦北町、津奈木
町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村

7,683,000 

2,292,989

7,181,000 

熊本市、人吉市、荒尾市、阿蘇市、南関町、長洲町、山都町、氷川町、芦北町、相良村

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

熊本市、八代市、人吉市、荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、上天草市、宇城市、阿蘇市、天草市、合志
市、玉東町、和水町、大津町、菊陽町、南小国町、小国町、高森町、西原村、南阿蘇村、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、
山都町、多良木町、相良村

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

2,290,000

126,583,000 17,000,000 118,138,246 41,524,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

勤務日数・人員の拡大、非常勤職員の新規雇用、ベースアップにより相談体制が整備された。

国民生活センターや県等が開催した消費者行政に係る研修へ消費者行政担当者を参加させることで、担当者の知識向上ができた。

交付金相当分

円

円

啓発グッズの作成・配布、情報誌への情報掲載、パンフレット・冊子・リーフレットの作成・配布、講演会・無料相談会・出前講座を開催することで、相談者の掘り起し（相談件数の増加）、消費者
被害の未然防止を図れた。

事務用機器や執務参考図書を購入することにより、消費生活センター・相談窓口としての機能を整備した。

見守りネットワーク推進員養成講座、庁内連携のための弁護士等による勉強会開催、フィナンシャルプランナーによる家計診断を経たうえで庁内連携による生活再建支援等により、各市町村の
見守りネットワーク及び庁内連携の取り組みが進められた。

地域に密着、精通している地域婦人会連絡協議会の事業に補助金を交付することにより、婦人会会員の知識を深め、地域住民や高齢者世帯への啓発を行うことができた。

48,705,000            

⑧消費生活相談体制整備事業

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

14,846,000                      

円23,312,238                      

食品事業者への表示立入調査を実施することにより、法に基づく表示の適正化を図ることができた。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー） 事業強化・機能強化の成果の概要

交付金分

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

円 うち管内の市町村合計

72,738,818            

24,033,818            

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち都道府県

消費者教育に関する指導力と授業力の向上を図れた。研修後の復講により、他の教職員へ消費者教育の現状と必要性を波及することができた。今後、消費者教育の展開を図る準備ができた。

複雑な相談に対し、法律専門家の見解や意見を聞くことで、より高い知識の習得と専門的な消費生活相談への対応力を高めた。

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

8,466,238                       



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円 0

円 円

円

1,450,448          

-396,696           

対前年度差

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

74,953,000          

-4,404,383        

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円40,060,383       

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当 円

うち交付金等対象経費

円

5,000

うち先駆的事業

35,425,497

％11.1

うち管内市町村

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点）

円

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち管内市町村

円

20.3

円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち交付金等対象外経費

127,225,945        

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

769,056,112        

73

人

円

-                     

-1,000              

円

19,187,328        円

円円 8,827,522          

円

円

63,551,000           

8,909,358          円

円

円

464,304            

10,359,806        

2,151,522          

％

641,830,167        

円

円

9.0 ％

84                     

3,812,345

69,376,001           50,472,000          

861,000            

3,601,970          

円

-1,000              

円円

-592,038           

円

15,585,358        

円

円

円

円

6,676,000          

円

円

円

円

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

49,120,809 58,030,167

0

35,656,00036,248,038

4,000

円

うち先駆的事業

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

24,481,000 円うち交付金相当分取崩対象外経費

861,000

円

人

4,000                   

171,769,840     

うち先駆的事業 396,696 円

円

32,500,056           

0

50,472,000

うち都道府県

対平成２０年度差

0 円

前年度平成２０年度

円①都道府県の消費者行政決算見込み額 65,774,031       

30,348,534

-3,812,345        

18,904,001        

円うち交付金等対象の賃料、人件費等

今年度

円

円

円円56,875,000

円

うち交付金等対象経費

円

24,481,000          円

円 36,875,945

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象外経費

121,581,167          円105,995,809     ②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

90,350,000

583,800,000

97                     

674,150,000        

13

円うち都道府県

396,696           

人

11

84 人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定）

84,546,306       

人

円

うち都道府県 人

円

円

116,004,168       

74,953,000          

87,223,534       

190,957,168          

円

96,051,056           

19,953,112        円

5,000              

94,906,112           

861,000               円

円

円

33,549,167        

35,656,000           

0

円

円

円

円

円

円

97,100,167        

-13,596,055       

円

円

円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援

③就労環境の向上 消費生活相談員に助言を行う弁護士、スーパーバイザー、臨床心理士を設置

県消費生活センターの相談員全員の研修参加

前年度末 13

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数

円

相談員総数

今年度末実績

49,120,253                            

相談員総数

④その他

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員

円

人

25,811,068                            

円

相談員総数

前年度末消費生活相談員の配置

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

13今年度末実績相談員総数 人

人 今年度末実績

人

円

13

3,053                                   

人

前年度末

前年度末

①報酬の向上

人 今年度末実績 相談員総数

相談員総数

処遇改善の取組 具体的内容

人

相談員総数 13

人

うち定数内の相談員

-                                         

23,312,238                            

設置当初の基金残高（交付金相当分） 252,049,000                          

円

円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

前年度末

③就労環境の向上 ○
・参考図書購入（阿蘇市）
・社会保険加入、雇用保険、有給休暇の付与（菊池市）
・エアコンの購入（宇土市）

今年度末実績

・報酬向上（菊池市)

・国民生活センターや県等が開催する研修への参加支援（熊本市、八代市、人吉市、荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、上天草市、宇城市、阿蘇市、天草市、合志市、長洲
町、和水町、大津町、菊陽町、南小国町、小国町、高森町、西原村、御船町、多良木町）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人7671 相談員総数前年度末 人

うち定数内の相談員

相談員総数人 今年度末実績 19うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 57前年度末

相談員総数 相談員総数

人

人

相談員総数

人

消費生活相談員の配置 相談員総数

相談員総数 8

今年度末実績

相談員総数 63 人

人


